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部活動改革に係る国のガイドラインと道の方針等の経緯①
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【平成30年（2018年）】

「運動部活動の在り方に関する総合的なガイドライン」（スポーツ庁）及び「文化部
活動の在り方に関する総合的なガイドライン」（文化庁）

学校と地域が協働・融合した形での地域におけるスポーツ・芸術文化等の活動のための
環境整備を進める。

【平成31年（2019年）】

「北海道の部活動の在り方に関する方針」及び「道立学校に係る部活動の方針」

国のガイドラインに則り、部活動の教育的意義を踏まえ、生徒の視点に立った部活動の
充実を目的として、教員の部活動指導に係る負担にも配慮しながら策定。

資料 1-1

国

道

週当たり２日以上（平日１日、週末１日）の休養日を設け、
１日の活動時間は長くとも平日２時間程度、学校の休業日３時間程度とする。
（高等学校段階では、各学校において中学校教育の基礎の上に多様な教育が行われている点に留意。）
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【令和４年（2022年）】

「学校部活動及び新たな地域クラブ活動の在り方等に関する総合的なガイドライン」
（スポーツ庁・文化庁）

平成30年のスポーツ庁・文化庁のガイドラインを統合した上で全面的に改定。

※ⅠからⅣの４章構成。「Ⅰ 学校部活動」は中学生を主な対象とし、高校生も原則適用

部活動改革に係る国のガイドラインと道の方針等の経緯② 資料 1-1

国

休日における部活動の地域連携や
地域クラブ活動への移行について
令和５年度（2023年度）からの
３年間を改革推進期間と位置付けて
支援（地域移行は公立中学校の生徒を主な対象）

部活動の適正な運営や効率的・効果的な活動の在り方を示すとともに、新たな地域クラブ活動を整備する
ために必要な対応について国の考え方を提示
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【令和５年（2023年）】

「北海道の部活動の在り方に関する方針」 及び 「道立学校に係る部活動の方針」の改定

平成31年に策定した道及び道立学校に係る方針を改定。中体連等の大会前日から1か月以内の期間や
地域特性から積雪期の活動が制限される部活動、又は冬季に行われる部活動についての特例を廃止。

「北海道部活動の地域移行に関する推進計画」の策定

国のガイドラインが改革推進期間とする令和５年度（2023年度）から令和７年度（2025年度）まで
の３年間を計画期間とし、道内において部活動の地域移行の取組が円滑に進むよう計画を策定。
少子化の中、将来にわたり子どもたちがスポーツ・文化芸術に継続して親しむことができる機会の

確保に向けた北海道における具体的な取組とスケジュール、市町村の取組と実施イメージなどについ
て記載。

【参考】道の方針における休養日・活動時間の設定

部活動改革に係る国のガイドラインと道の方針等の経緯③ 資料 1-1

道

道
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【令和６年（2024年）】

部活動を原則行わないこととする暑熱環境の基準を改正（令和６年４月１日施行）

○熱中症予防の目安に用いられる指標
○人体が受ける熱ストレスの大きさを気温・湿度・風速・輻射熱を考慮して
指標化したもの

・持ち運びのできる電子式のWBGT計もあり簡便に調べることが可能
・環境省の熱中症予防情報サイトにおいて全国の暑さ指数（実況と予測）

等の情報を提供
・公益財団法人日本スポーツ協会「熱中症予防運動指針」では、

WBGT31以上では、「特別の場合以外は運動を中止する。特に子ども
の場合には中止すべき」としている。

【参考】暑さ指数（WBGT ：Wet Bulb Globe Temperature（湿球黒球温度） ）

部活動改革に係る国のガイドラインと道の方針等の経緯④ 資料 1-1

道 「北海道の部活動の在り方に関する方針」 及び 「道立学校に係る部活動の方針」の改定

〈算出式〉WBGT値＝0.7×湿球温度＋0.2×黒球温度＋0.1×乾球温度

※財団法人日本スポーツ協会「スポーツ活動中の熱中症予防ガイドブック」より

熱中症予防運動指針改正後 改正前

活動場所で測定した

暑さ指数（WBGT）が31以上
の場合

気象庁等の

熱中症警戒アラートが発せられた
場合
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部活動の概況（札幌市立を除く公立学校）

１ 部活動数

２ 部活動加入率

令和６年度（2024年度）部活動に係る調査結果① 資料 1-2
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令和６年度（2024年度）部活動に係る調査結果② 資料 1-2

部活動の概況（札幌市立を除く公立学校）

３ 地域等と連携を図った実践状況

４ 短い時間での効率的・効果的な実践状況
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休養日等の設定

１ 「学校の活動方針」における休養日の設定 ２ 「学校の活動方針」における活動時間の設定

※ その他：平日の活動のみ

令和６年度（2024年度）部活動に係る調査結果③ 資料 1-2

※ その他：平日のみ１時間程度活動
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＜道教委が定める要件＞

○複数顧問の配置
○顧問教員が部活動の関わらない日を週２日以

上設定
○顧問教員の負担軽減に関する支援計画の策定 等
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合同チームによる部活動の実施状況（道内公立中学校及び高等学校（札幌市を除く））

１ 合同チームによる部活動の割合

令和６年度（2024年度）部活動に係る調査結果④ 資料 1-2
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合同チームによる部活動の実施状況（道内公立中学校及び高等学校（札幌市を除く））

３ 活動日数

令和６年度（2024年度）部活動に係る調査結果⑤ 資料 1-2

５ 主な移動手段
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拠点校方式による部活動の実施状況（市町村教育委員会（札幌市を除く））

１ 拠点校方式による部活動の検討状況 ２ 拠点校方式による部活動の実施市町村・拠点校数

令和６年度（2024年度）部活動に係る調査結果⑥ 資料 1-2

R6実施

R8開始に向け

検討中
取組の予定なし

そ
の
他
※

R7開始予定

※ その他
・実施の有無含め検討中
・拠点校方式ではない合同チーム等による取組を実施
・他自治体の動向による など

令和５年度と比較して、市町村数・拠点校数がともに急増しているほか、実施予定や検討中の市町村も一定程度

あることから、今後も増加が見込まれる
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調査における
「拠点校方式」の定義

複数校に同一内容の部活動を行う又はその希望を持つ生徒がいる状況において、市町村が定めた規程等
に基づき、複数校に在籍する生徒によって１つの部活動（いわゆる「合同部活動」）を構成し、複数校
のうち１校を拠点校として活動を実施する形態

＜管内別内訳＞

24 市町村増

372校増


